
 
 

 

（様式第５号） 

 

令和○年 ○月  ○日 

 

（あて先） 公益財団法人名古屋産業振興公社理事長 

 

所在地（住所）    名古屋市中区○○○○ 

 

商号（会社名）    株式会社  ◆◆◆◆ 

 

代表者（役職・氏名） 代表取締役 名古屋 太郎 

 

 

支援内容確認書 

 

令和 8 年度公益財団法人名古屋産業振興公社中小企業デジタル活用支援補助金に対

する事業認定申請を行うにあたり、下記１及び下記２のとおり支援を受けていること

を証します。 

 

記 

 

１ 支援機関 

 名古屋市新事業支援センター 

  

２ 「１」の具体的な支援内容を記載ください。 

   

【支援期間】 令和 8 年 4 月 ～ 令和 8 年 9 月 

   

【支援内容】製造工程の一部を手作業で行っていたため、効率化に向けて 

  自社に適したロボットの導入・活用方法についてアドバイスを受けた。 

 

 

【支援機関記載欄】 

 上記のとおり、支援を行っていることについて確認します。 

支援機関の名称 
（チェック☑を入れて下さい） 

名古屋市新事業支援センター   

担当部署・担当者名 

（自署） 

 

 

 

 

 


